
 

１ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律の概要 

 

（１） 健全化判断比率の算定と公表 

    平成２１年４月１日から「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」（以下、「財政健全化法」

という。）が全面施行された。 

財政健全化法では、地方公共団体の財政状況を客観的に表し、財政の早期健全化や再生の必要性

を判断するものとして、４つの財政指標を「健全化判断比率」として定めている。 

    地方公共団体は、毎年度、前年度の決算に基づく健全化判断比率をその算定資料とともに監査委

員の審査に付した上で議会に報告し、公表することが義務付けられている。 

健全化判断比率のいずれかが早期健全化基準以上となった地方公共団体は「財政健全化計画」の

策定が、また、健全化判断比率のうち将来負担比率を除く３つの比率のいずれかが財政再生基準以

上となった地方公共団体は「財政再生計画」の策定が義務付けられることとなる。 

 

（２） 健全化判断比率の内容 

健全化判断比率の内容及び対象となる範囲については次のとおりである。 

 

実 質 赤 字 比 率 
福祉、教育、まちづくりなど、市町村の行政事務本体における赤字の程度

を示す指標    

連結実質赤字比率 
市町村の全ての会計の黒字と赤字を合算し、赤字額が黒字額を上回る場合

にその程度を示す指標 

実 質 公 債 費 比 率 
市町村の一般会計等が負担する公債費及びこれに準ずる経費の大きさを

示す指標（過去３か年平均で算定） 

将 来 負 担 比 率 
市町村が翌年度以降において負担することが確定している債務及び負担

が見込まれる債務等の大きさを示す指標 
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（３） 財政の早期健全化と財政の再生 

健全化判断比率のいずれかが早期健全化基準以上である場合には、当該健全化判断比率を公表し

た年度の末日までに、財政健全化計画を定めなければならない。 

また、再生判断比率（健全化判断比率のうち将来負担比率を除いた３つの比率）のいずれかが財

政再生基準以上である場合には、当該再生判断比率を公表した年度の末日までに、財政再生計画を

定めなければならない。 

 

＜財政健全化計画・財政再生計画の策定手続き＞ 

財政健全化計画又は財政再生計画を定めた翌年度以降は、毎年９月３０日までにその進捗状況を

議会に報告し、住民に公表する義務が生じる。 

なお、財政再生団体の長は、財政再生計画に基づいて予算を編成しなければならないほか、財政

再生計画について総務大臣の同意を得ない限り、災害など緊急の場合を除いて地方債が発行できな

いなど、国の厳しい関与のもとでの行財政運営が求められる。 

　 ①

②～④

　 ①

②～④

 0%

 0%

早期健全化基準 財政再生基準

早期健全化段階 再生段階

①実質赤字比率

②連結実質赤字比率

③実質公債費比率

④将来負担比率

財政健全化団体の計画目標
・①は均衡する（０％）こと
・②～④は早期健全化基準を
　下回ること

財政再生団体の計画目標
・①は均衡する（０％）こと
・②～④は早期健全化基準を
　下回ること

財政健全化団体

財政再生団体

個別外部監査の実施 

・個別外部監査を実施することについての議会の議決 

・個別外部監査契約に関する議会の議決 

財政再生団体 財政健全化団体 

財政健全化計画（案）の作成 

議会の議決 

財政健全化計画の策定 

財政再生計画（案）の作成 

議会の議決 

財政再生計画の策定 

住民等への公表 知事又は総務大臣へ

の報告（※１） 

総務大臣への報告 

（※２） 

※１ 財政健全化計画の策定報告は、都道府県にあっては総務大臣に、市区町村にあっては都道府

県知事に行う。 

※２ 市区町村の財政再生計画の策定報告は、都道府県知事を経由して行う。 
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２ 健全化判断比率・資金不足比率の状況 

  本県各市町村及び公営企業を経営する一部事務組合等が平成２９年度決算に基づき算定し、公表した

健全化判断比率等の状況は次のとおりである。 

 

（１） 実質赤字比率及び連結実質赤字比率 

県内市町村に実質赤字及び連結実質赤字のある団体はなかった。（全市町村が実質収支及び連結実

質収支ともに黒字であった。） 

 

（２） 実質公債費比率 

実質公債費比率は市町村平均で６.６％であり、前年度に比べ０.２ポイント改善（下降）した。 

これは、臨時財政対策債を除く地方債の発行抑制傾向を反映し、元利償還金が減少したことが大

きな要因となっている。 

市町村別の状況では、地方債を発行する際に知事の許可が必要となる基準（１８％）以上となる

団体は、昨年度に引き続き、県内では０団体となっている。また、県内１６市町村において比率が

悪化しており、今後の推移を注視していく必要がある。 

全国平均（政令指定都市を含む）と比較すると、市区町村平均では本県が０.２ポイント高い。 

政令指定都市を除いた市区平均では１.２ポイント高く、町村平均では１.０ポイント低い状況とな

っており、相対的に市部で償還負担が大きくなっている。 

 

＜第13図＞実質公債費比率の推移 

 
（第16表）実質公債費比率の平均値   

区分 

平成29年度決算 平成28年度決算 

（H27～29の平均） （H26～28の平均） 

本県 全国 本県 全国 

市区平均 6.6% 5.4% 6.8% 5.7% 

町村平均 6.6% 7.6% 6.7% 7.7% 

市区町村平均 6.6% 6.4% 6.8% 6.9% 

   ※平均値は加重平均である。また、全国の市区平均は政令指定都市を含まない。 
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（３） 将来負担比率 

将来負担比率は、市町村平均で２３.２％となり、昨年度に比べて１.５ポイント改善（下降）し

た。 

また、早期健全化基準（３５０％）以上となる団体はなく、充当可能財源が将来負担を上回った

結果、将来負担比率が算定されない（比率がマイナスとなる）市町村は、１７団体（昨年度１９団

体）であった。 

 

(第17表)将来負担比率の平均値     

区分 
平成29年度決算 平成28年度決算 

本県 全国 本県 全国 

市区平均 36.8% 13.7% 37.8% 15.4% 

町村平均 － － － 1.4% 

市区町村平均 23.2% 33.7% 24.7% 34.5% 

※平均値は加重平均である。また、全国の市区平均は政令指定都市を含まない。 

※平成２８、２９年度決算とも本県町村平均はマイナスとなっており、将来負担比率は算定 

されない（平成２８年度：－２９.０％、平成２９年度：－３２.６％）。 

 

 将来負担比率の算定は、地方債残高、債務負担行為に基づく負担見込額、退職手当負担見込額な

どで構成される将来負担から、これらの経費に充当可能な基金残高、特定財源の収入見込額、地方

債償還額等に対する普通交付税の基準財政需要額への算入見込額などの充当可能財源を控除する

方法が採用されている。 

 したがって、各団体の将来負担比率を分析する際は、将来負担と充当可能財源の相関関係を捉え

ることが重要である。 

 各市町村の将来負担と充当可能財源の関係を図示すると第14図のとおりである。 

 県内全市町村の将来負担の合計を将来負担比率の分母（標準財政規模－算入公債費）の合計で除

した比率は２７１.５％であり、同様に、県内全市町村の充当可能財源の合計を将来負担比率の分

母の合計で除した比率は２４８.３％であり、この差が、県平均の将来負担比率の数値に対応する

ことになる。 
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＜第14図＞将来負担と充当可能財源の相関関係 

     

    将来負担比率が高い上位５団体となる館林市（90.7％）、沼田市（71.4％）、前橋市（66.8％）、 

下仁田町（66.4％）、東吾妻町（55.2％）、についてみると、東吾妻町を除き充当可能財源の割合が

県平均を下回っていることに加え、将来負担額の割合が比較的大きいことが比率を高める要因とな

っている。 

 これらの団体の構成要素を分析すると、館林市では組合等の負担見込額が大きくかつ基金残高が

財政規模に比して小さい、沼田市では公営企業債等繰入見込額が大きい、前橋市は地方債の現在高

が多い、下仁田町や東吾妻町ではこれらの要因のうち複数の要因が比較的大きい、という特徴が見

られる（第15図）。 

将来負担比率が算定されない１７団体のうち上位５団体（上野村、神流町、高山村、長野原町、

昭和村）についてみると、上野村及び神流町は充当可能財源が相対的に大きく、高山村及び昭和村

は将来負担が相対的に小さく、長野原町はその中間的な状況であるといった特徴が見受けられる。 

 これらの団体の構成要素を分析すると、充当可能財源に関しては、総じて充当可能基金の比重が

高くなっているが、将来負担に関しては、高山村及び昭和村は地方債の現在高が少なく、長野原町

は組合等の負担見込額が大きいなど、構成要素の割合には大きな違いが見られる（第16図）。 

なお、充当可能財源については、財政調整基金及び減債基金に加え、特定目的基金も広く対象と

なっていること、基準財政需要額算入見込額については、当該算定額が地方交付税として配分され

る額ではないことに十分留意する必要があり、将来負担比率が算定されない、あるいは、低いから

といって、直ちに財政運営が健全であるとの判断にはならない点に注意すべきである。 
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＜第15図＞将来負担比率の構成要素（比率の高い５団体） 

 

＜第16図＞将来負担比率の構成要素（比率なしの上位５団体） 
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（４） 資金不足比率 

県内市町村及び一部事務組合等が経営する公営企業会計（１３２特別会計）について、資金不足

が生じている会計はない。 

 

（第18表）資金不足比率の状況 

                               （単位：千円、％） 

決算年度 団 体 名 特別会計名 資金不足額 資金不足比率  

平成２０年度 東 吾 妻 町 国民宿舎事業会計 １０,３６５ ５.１ 

平成１９年度 嬬 恋 村 

みなかみ町 

スキー場事業会計 

水 道 事 業 会 計 

２９２,２８４ 

２８,４３０ 

３６１.５ 

１０.６ 
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